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令和3年度　志免町流域関連公共下水道事業会計予算

第1条　令和3年度志免町流域関連公共下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

　 　　

第2条　業務の予定量は、次のとおりとする。
(1)  戸

(2) ㎥

(3) ㎥

　  

第3条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　入

第 1 款 千円

第 1 項 千円

第 2 項 千円

支　　　　　　　　出

第 1 款 千円

第 1 項 千円

第 2 項 千円

第 4 項 千円

収　　　　　　　　入

第 1 款 千円

第 1 項 千円

第 2 項 千円

第 4 項 千円

支　　　　　　　　出

第 1 款 千円

第 1 項 千円

第 2 項 千円

資 本 的 支 出 767,542

建 設 改 良 費 77,644

企 業 債 償 還 金 689,898

下水道事業収益 1,154,936

営 業 外 収 益 483,214

534,882

193,744

1,538

営 業 収 益 671,722

下水道事業費用 1,090,854

営 業 費 用 949,094

年 間 総 排 水 量 4,051,500

1日平均処理水量 11,100

　（収益的収入及び支出）

第21号議案

　（総　　　則）

　（業務の予定量）

排 水 戸 数 18,650

営 業 外 費 用 137,760

予 備 費 4,000

　（資本的収入及び支出）

第4条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的
　支出額に対し、不足する額232,660千円は、過年度損益勘定留保資金192,660千円、減債
　積立金40,000千円で補てんするものとする。）

資 本 的 収 入

他 会 計 負 担 金

負 担 金

企 業 債 339,600



第5条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

第6条　一時借入金の限度額は、400,000千円と定める。

第7条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

千円

令和３年３月５日提出

志 免 町 長 世 利 良 末

　（議会の議決を経なければ、流用できない経費）

第8条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、
　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら
　ない。

 (1) 職 員 給 与 費 43,669

5.0％以内（ただし、利
率見直し方式で借り入
れる政府資金及び地
方公共団体金融機構
について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

　政府資金については、
その融資条件により、銀
行その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。
　ただし、町財政の都合
により据置期間及び償還
期間を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に借換
えすることができる。

限度額（千円）

9,400

45,200

217,000

　

　（一時借入金）

起債の目的 起債の方法

　（企業債）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　

68,000

利率 償還の方法

 (1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合

公共下水道事業債

証書借入

流域下水道事業債

資本費平準化債

下水道事業債
（特別措置分）



　収  入

 款 項 目 予 定 額

1 下水道事業収益 1,154,936

 1 営業収益 671,722

 1 下水道使用料 671,396

 4 その他営業収益 326

 2 営業外収益 483,214

 1 受取利息及び配当金 200

 2 他会計負担金 224,658

 3 長期前受金戻入 253,602

 4 雑収益 4,754

　支  出

 款 項 目 予 定 額

1 下水道事業費用 1,090,854

 1 営業費用 949,094

 1 管渠費 25,900

 2 流域下水道維持管理負担金 412,929

 3 総係費 61,656

 4 減価償却費 447,678

 5 資産減耗費 931

 2 営業外費用 137,760

 1 支払利息及び企業債取扱諸費 104,417

 2 雑支出 1,949

 3 消費税及び地方消費税 31,394

 4 予備費 4,000

 1 予備費 4,000

　収  入

 款 項 目 予 定 額

1 資本的収入 534,882

 1 企業債 339,600

 1 企業債 339,600

 2 他会計負担金 193,744

 1 他会計負担金 193,744

 4 負担金 1,538

 1 都市計画費負担金 1,538

　支  出

 款 項 目 予 定 額

1 資本的支出 767,542

 1 建設改良費 77,644

 1 下水道事業費 29,621

 2 流域下水道建設負担金 48,023

 2 企業債償還金 689,898

 1 企業債償還金 689,898

（単位：千円）

備　　　考

（単位：千円）

備　　　考

備　　　考

2.資本的収入及び支出

令和3年度 志免町流域関連公共下水道事業会計予算実施計画

1.収益的収入及び支出

（単位：千円）

備　　　考

（単位：千円）



単位：円

(1) 業務活動によるキャッシュ・フロー

①当年度純利益 78,032,559

②減価償却費 447,677,026

③資産減耗費 930,149

④賞与引当金の増減額 126,000

⑤貸倒引当金の増減額 △ 520,000

⑥長期前受金戻入額 △ 253,604,873

⑦受取利息及び受取配当金 △ 200,000

⑧支払利息 104,416,766

⑨未収金の増減額 △ 133,240

⑩未払金の増減額 △ 35,902,800

　⑪預り金の増減額 △ 20,772

小計 340,800,815

①利息及び配当金の受取額 200,000

②利息の支払額 △ 104,416,766

業務活動によるキャッシュ・フロー 236,584,049

(2) 投資活動によるキャッシュ・フロー

①固定資産の取得による支出 △ 70,585,394

②国庫補助金等による収入 1,538,000

③一般会計からの又は他の特別会計からの繰入金による収入 193,744,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 124,696,606

(3) 財務活動によるキャッシュ・フロー

①建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 339,600,000

②建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 689,897,380

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 350,297,380

資金増加額 10,983,275

資金期首残高 859,782,257

資金期末残高 870,765,532

（ 令和3年4月1日から令和4年3月31日まで ）

令和3年度 志免町流域関連公共下水道事業
　　　 キャッシュ・フロー計算書



１．総括 （単位：千円）

（　）は、短時間勤務職員（外書き）

（単位：千円）

ア．会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（　　）は、短時間勤務職員（外書き）

（単位：千円）

イ．会計年度任用職員 （単位：千円）

（　　）は、短時間勤務職員（外書き）

（単位：千円）

給与費明細書

区 分
職 員 数 給 与 費 法 定

合計
特別職（人） 一般職（人） 報酬 給料 手当 計 福 利 費

本
年
度

損益勘定支弁職員 5 (1) 1,739 17,385 17,685 36,809

合 計 5 (1) 1,739 17,385 17,685 36,809

6,860 43,669
資本勘定支弁職員 ( )

6,860 43,669

前
年
度

損益勘定支弁職員 5 ( )

合 計 5 ( )

17,027 14,619 31,646 6,153 37,799
資本勘定支弁職員 ( )

比
較

損益勘定支弁職員 (1) 1,739 358 3,066 5,163 707

合 計 (1) 1,739 358
資本勘定支弁職員 ( )

5,870
17,027 14,619 31,646 6,153 37,799

64

時間外 通勤 住居 児童
退職

手当組合
負担金等

3,066 5,163 707 5,870

3,130
491 642 320 3,066前年度 858 1,074 7,298 870

本年度 978 1,103 10,300 870

法 定
合計

特別職（人）

手当の内訳

区分 管理職 扶養 地域
期末
勤勉

比較 120 29 3,002

手当 計 福 利 費

△ 29 △ 60 △ 60

462 582 260

本
年
度

損益勘定支弁職員 5 ( )

一般職（人） 報酬 給料
17,385

合 計 5 ( )

区 分
職 員 数 給 与 費

17,352 34,737 6,542 41,279
資本勘定支弁職員 ( )

17,027 14,619 31,646 6,153 37,799
17,385 17,352 34,737 6,542 41,279

合 計 5 ( ) 17,027
資本勘定支弁職員 ( )

14,619 31,646 6,153 37,799

比
較

損益勘定支弁職員 ( )

前
年
度

損益勘定支弁職員 5 ( )

合 計 ( )

358 2,733 3,091 389 3,480
資本勘定支弁職員 ( )

期末
勤勉

時間外 通勤 住居 児童
退職

手当組合
負担金等

358 2,733 3,091 389 3,480

462 582 260 3,130
前年度 858 1,074 7,298 870
本年度 978 1,103 9,967 870

491 642 320 3,066
64

区 分
職 員 数 給 与 費 法 定

合計
特別職（人）

手当の内訳

区分 管理職 扶養 地域

比較 120 29 2,669

手当 計 福 利 費

△ 29 △ 60 △ 60

本
年
度

損益勘定支弁職員 (1) 1,739

一般職（人） 報酬 給料

合 計 (1) 1,739

333 2,072 318 2,390
資本勘定支弁職員 ( )

333 2,072 318 2,390

合 計 ( )
資本勘定支弁職員 ( )

比
較

損益勘定支弁職員 (1) 1,739

前
年
度

損益勘定支弁職員 ( )

合 計 (1) 1,739

333 2,072 318 2,390
資本勘定支弁職員 ( )

333 2,072 318 2,390

手当の内訳

区分 管理職 扶養 地域
期末
勤勉

時間外 通勤 住居 児童

前年度
本年度

退職
手当組合
負担金等

比較 333

333



２．給料及び手当の増減額の明細

区 分

千円 千円 本年度

給料の改定率

給与改定に伴う 給与改定実施時期

増減分 前年度

給料の改定率

給与改定実施時期

普通昇給に伴う 平均昇給率

増加分

その他の増減分 人事異動等その他

年間支給月数 4.50月 → 4.45月

6月期の期末勤勉手当 2.250月 → 2.225月

12月期の期末勤勉手当 2.250月 → 2.225月

その他の増減分 人事異動等その他

３．給料及び手当の状況

（1）職員１人当りの給与

（2）初任給 （単位：円）

（3）級別職員数

（　）は、短時間勤務職員（外書き）

（級別の基準となる職務）

事務・技術職 主 事 主 事 主 任 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長

(  ) (      )

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級

合計 5 (  ) 100.0 (      )

7 級

通号級 (  ) (      ) (  ) (      )

7級 (  ) (      ) (  ) (      )

(  ) (      )

6級 1 (  ) 20.0 (      ) (  )

5級 (  ) (      )

(      )

4級 1 (  ) 20.0 (      ) (  ) (      )

(  ) (      )

3級 1 (  ) 20.0 (      ) (  ) (      )

(  ) (      )

令和2年4月1日現在

1級 (  ) (      )

合計 5 (  ) 100.0 (      )

(  ) (      )

2級 2 (  ) 40.0 (      )

(  ) (      )

通号級 (  ) (      ) (  ) (      )

(      )

6級 1 (  ) 20.0 (      ) (  )

5級 (  ) (      )

(      )

(      )

4級 1 (  ) 20.0 (      ) (  ) (      )

(      )

2級 1 (  ) 20.0 (      ) (  ) (      )

令和3年4月1日現在

1級 1 (  ) 20.0 (      ) (  )

3級 1 (  ) 20.0 (      ) (  )

(  )

7級 (  ) (      )

大 学 卒 182,200 182,200

区分 級
事務・技術職 技能労務職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

令和2年4月1日現在

平 均 給 料 月 額 283,784

平 均 給 与 月 額 349,368

技能労務職

高 校 卒 150,600 147,000 150,600 147,000

平 均 年 齢 35歳 10月

区 分 事務・技術職 技能労務職
一 般 会 計 の 制 度

一般行政職

（円）

（円）

区 分 事務・技術職 技能労務職

令和3年4月1日現在

平 均 給 料 月 額 289,750

平 均 給 与 月 額 356,334

平 均 年 齢 37歳 2月

（円）

（円）

2,818

306

平成31年4月1日

1.76%

期末勤勉手当の
支給月数の変更

増減額 増 減 事 由 別 内 訳

給 料

説 明

人事院勧告による

0.0%

0.1%

備 考

0

358

52

手 当 2,733
制度改正に伴う
増減分

△ 85



（4）昇給

（5）期末・勤勉手当

級等による加算措置

（　）は、再任用職員の支給率

（6）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（7）地域手当

（％）

（人）

（％）

（8）その他の手当

（人）

（人）

職 員 数 （A）

昇給に係る職員数 （B）

2号給（人）

3号給（人）

差 異 の 内 容

住 居 手 当

通 勤 手 当

区 分

扶 養 手 当

支給率等

一般会計の制度との異同

同 一

同 一

同 一

区 分
（月分） （月分） （月分） （月分）

その他の加算措置等

一般会計の
支給率等

（2％～20％加算）

同 上

一般会計の制度
(1.175) (1.175) (2.350)

有
2.225 2.225 4.450

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.350)

有
2.250

有
2.225 2.225 4.450

6月 12月 合計

本 年 度
(1.175) (1.175) (2.350)

2.250 4.500

(B) ／ (A) （％）

区 分

（人）

（人）本

年

度

号 給 数 別 内 訳

比 率 （％）(B) ／ (A)

前

年

度

号 給 数 別 内 訳

比 率

職 員 数 （A）

昇給に係る職員数 （B）

2号給

3号給

4号給

5号給

4号給（人）

5号給

合 計

5

5

5

（人）

（人）

100

5

5

（人）

（人）

（人）

5

100

事務・技 術職 技 能 労 務 職

5

5

5

100

5

5

5

100

職制上の段階、職務の

一般会計 の支 給率

支 給 対 象 職 員 数

支 給 率 6

5

6

20年勤続

24.586875

同上 同上 同上 同上

25年勤続

33.27075

35年勤続

47.709

最高限度

47.709
定年前早期退職特例措置

区 分
支給期別支給率（月分）



債務負担行為

期 間 金 額
千円 千円

公 用 車 リ ー ス 料 1,097
平 成 31 年 4 月 1 日 か ら
令和 3年 3月 31 日まで

657

事　　　　　　　　項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支 払 い 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額



に関する調書

期 間 金 額 国県支出金 地方債 下水道使用料
千円 千円

令 和 3 年 4 月 1 日 か ら
令 和 4 年 8 月 7 日 ま で

440 440

当 該 年 度 以 降 の
支 払 い 義 務 発 生
予 定 額

左 の 財 源 内 訳



(円) (円) (円) (円)

１．固　定　資　産

　(1) 有形固定資産

　　イ．土　　　　　地 0

　　ロ．建　　　　　物 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ハ．構　　築　　物 14,219,901,435

　　　　減価償却累計額 10,286,260,796

　　ニ．機械及び装置 40,303,774

　　　　減価償却累計額 △ 24,856,487 15,447,287

　　ホ．車 両 運 搬 具 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ヘ．工具器具及び備品 150,000

　　　　減価償却累計額 △ 9,180 140,820

　　ト．その他有形固定資産 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　チ．建 設 仮 勘 定 13,899,773

　　有形固定資産合計 10,315,748,676

　(2) 無形固定資産

　　イ．施 設 利 用 権 1,332,483,306

　　無形固定資産合計 1,332,483,306

　　固定資産合計 11,648,231,982

２．流　動　資　産

　(1) 現  金  預  金 870,765,532

　(2) 未　　収　　金 27,181,522

      貸 倒 引 当 金 △ 1,287,000 25,894,522

　(3) 貯　　蔵　　品 44,950

　　流動資産合計 896,705,004

　　資産合計 12,544,936,986

令和３年度  志免町流域関連公共下水道事業予定貸借対照表
(令和4年3月31日)

（資産の部）

△ 3,933,640,639



(円) (円) (円) (円)

３．固　定　負　債

　(1) 企　　業　　債 5,902,106,115

　(2) 退職給付引当金 9,263,000

　　固定負債合計 5,911,369,115

４．流　動　負　債

　(1) 企　　業　　債 670,936,603

　(2) 未　　払　　金 14,008,771

　(3) 引　　当　　金 3,072,000

　　流動負債合計 688,017,374

５．繰　延　収　益

　(1) 長 期 前 受 金 6,987,411,178

　　　長期前受金収益化累計額

　　繰延収益合計 4,352,170,757

　　負債合計 10,951,557,246

６．資　本　金 949,136,686

７．剰　余　金

　(1) 利益剰余金

　　イ．減債積立金 432,000,000

　　ロ．当年度未処分利益剰余金 212,243,054

　　利益剰余金合計 644,243,054

　　剰余金合計 644,243,054

　　資本合計 1,593,379,740

　　負債資本合計 12,544,936,986

△ 2,635,240,421

（資本の部）

（負債の部）



・減価償却の方法　　　定額法による。

・主な耐用年数

　建物　　　　　　　　15～50年

　構築物　　　　　　　30～60年

　機械及び装置　　　　 6～20年

　工具器具及び備品　　 3～15年

(2)無形固定資産

・減価償却の方法　　　定額法による。

・主な耐用年数

　施設利用権　　　　　　　38年

　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、福岡県市町村職員退職手当組合に
おける積立金相当額を控除した金額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、
当年度の負担に属する額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上してい
る。

　当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金2,468,000円を取り崩
す予定である。

　当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福利費引当
金478,000円を取り崩す予定である。

　当年度において、下水道使用料及び受益者負担金を不納欠損するため、貸倒引当金
1,807,000円を取り崩す予定である。

２ 予定貸借対照表等関連

企業債償還に係る他会計の負担

注記

Ⅰ．重要な会計方針

　平成26年度より、改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の
ものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は1,979,696,000円である。

(2)法定福利費引当金の取崩し

(3)貸倒引当金の取崩し

２ 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

(3)法定福利費引当金

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

(2)賞与引当金

(4)貸倒引当金

Ⅱ．その他の注記

１ 引当金の取崩し

(1)賞与引当金の取崩し



(円) (円) (円)

１．営　業　収　益

　(1) 下水道使用料 510,925,069

　(2) その他営業収益 401,200 511,326,269

２．営　業　費　用

　(1) 管渠費 21,804,104

　(2) 流域下水道維持管理負担金 361,561,728

　(3) 総係費 47,931,385

　(4) 減価償却費 444,835,358

　(5) 資産減耗費 433,721 876,566,296

営業損失 365,240,027

３．営　業　外　収　益

　(1) 受取利息及び配当金 300,821

　(2) 他会計負担金 241,313,000

　(3) 他会計補助金 54,000,000

　(4) 雑収益 854,780

　(5) 長期前受金戻入 251,899,232 548,367,833

４．営　業　外　費　用

　(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 117,054,984

　(2) 雑支出 12,008,653 129,063,637 419,304,196

５．特　別　利　益

　(1) 特別利益 53,976,769 53,976,769 53,976,769

　　　当年度純利益 108,040,938

　　　前年度繰越利益剰余金 26,169,557

　　　その他未処分利益剰余金変動額 11,000,000

　　　当年度未処分利益剰余金 145,210,495

令和２年度  志免町流域関連公共下水道事業予定損益計算書

(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)



(円) (円) (円) (円)

１．固　定　資　産

　(1) 有形固定資産

　　イ．土　　　　　地 0

　　ロ．建　　　　　物 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ハ．構　　築　　物 14,210,630,524

　　　　減価償却累計額 10,641,702,269

　　ニ．機械及び装置 39,880,264

　　　　減価償却累計額 △ 25,215,376 14,664,888

　　ホ．車 両 運 搬 具 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ヘ．工具器具及び備品 150,000

　　　　減価償却累計額 △ 4,590 145,410

　　ト．その他有形固定資産 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　チ．建 設 仮 勘 定 342,500

　　有形固定資産合計 10,656,855,067

　(2) 無形固定資産

　　イ．施 設 利 用 権 1,369,398,696

　　無形固定資産合計 1,369,398,696

　　固定資産合計 12,026,253,763

２．流　動　資　産

　(1) 現  金  預  金 859,782,257

　(2) 未　　収　　金 27,048,282

      貸 倒 引 当 金 △ 1,807,000 25,241,282

　(3) 貯　　蔵　　品 44,950

　　流動資産合計 885,068,489

　　資産合計 12,911,322,252

令和２年度  志免町流域関連公共下水道事業予定貸借対照表
(令和3年3月31日)

（資産の部）

△ 3,568,928,255



(円) (円) (円) (円)

３．固　定　負　債

　(1) 企　　業　　債 6,233,442,718

　(2) 退職給付引当金 9,263,000

　　固定負債合計 6,242,705,718

４．流　動　負　債

　(1) 企　　業　　債 689,897,380

　(2) 未　　払　　金 49,911,571

　(3) 預　　り　　金 20,772

　(4) 引　　当　　金 2,946,000

　　流動負債合計 742,775,723

５．繰　延　収　益

　(1) 長 期 前 受 金 6,792,129,178

　　　長期前受金収益化累計額

　　繰延収益合計 4,410,493,630

　　負債合計 11,395,975,071

６．資　本　金 938,136,686

７．剰　余　金

　(1) 利益剰余金

　　イ．減債積立金 432,000,000

　　ロ．当年度未処分利益剰余金 145,210,495

　　利益剰余金合計 577,210,495

　　剰余金合計 577,210,495

　　資本合計 1,515,347,181

　　負債資本合計 12,911,322,252

（資本の部）

（負債の部）

△ 2,381,635,548



令和3年度 志免町流域関連公共下水道事業会計予算説明書

収  入

本年度 前年度

予算額 予算額

1 下水道事業収益 1,154,936 1,159,542 △ 4,606

 1 営業収益 671,722 661,493 10,229

 1 下水道使用料 671,396 661,046 10,350

 4 その他営業収益 326 447 △ 121

 2 営業外収益 483,214 498,049 △ 14,835

 1 受取利息及び配当金 200 300 △ 100

 2 他会計負担金 224,658 241,313 △ 16,655

 3 長期前受金戻入 253,602 251,814 1,788

 4 雑収益 4,754 4,622 132

1.収益的収入及び支出

款・項 目 比較



(単位：千円)

節

区分 金額

  1 下水道使用料 671,396

  1 手数料 326 督促手数料 1

排水指定工事店交付手数料 115

排水設備工事責任技術者交付手数料 48

各種証明手数料 162

  1 預金利息 200 預金受取利息

  1 他会計負担金 224,658 一般会計繰入金

  1 長期前受金戻入 253,602 他会計負担金長期前受金戻入 101,756

国庫補助金長期前受金戻入 79,225

受贈財産評価額長期前受金戻入 42,510

負担金長期前受金戻入 28,372

県補助金長期前受金戻入 1,739

  1 その他雑収益 1

  3 貸倒引当金戻入 1,807 前年度引当金繰入分

  4 賞与引当金戻入 2,468 前年度引当金繰入分

  5 法定福利費引当金戻入 478 前年度引当金繰入分

1.収益的収入及び支出

説明



支  出

本年度 前年度

予算額 予算額

1 下水道事業費用 1,090,854 1,077,538 13,316

 1 営業費用 949,094 925,045 24,049

 1 管渠費 25,900 30,534 △ 4,634

 2 流域下水道維持管理 412,929 399,605 13,324

　 負担金

 3 総係費 61,656 49,994 11,662

款・項 目 比較



(単位：千円)

節

区分 金額

  1 給料 6,100 職員2名分

  2 手当 4,938 扶養手当 438

地域手当 393

期末勤勉手当 2,579

時間外勤務手当 300

退職手当組合負担金 1,098

通勤手当 130

  5 法定福利費 2,100 職員共済組合負担金 2,081

公務災害補償基金負担金 19

  6 旅費 30

 10 備消品費 100

 12 光熱水費 792 マンホールポンプ電気料

 14 通信運搬費 93 テレメータ回線使用料

 16 委託料 8,124 マンホールポンプ維持管理委託料 4,124

下水道管渠清掃業務委託料 4,000

 18 賃借料 110 車借上料

 19 修繕費 1,000 下水道施設修繕料

 24 補償金 100

 27 工事請負費 1,300 マンホール鉄蓋汚水桝調整工事

 30 保険料 62

 32 賞与引当金繰入額 879

 33 法定福利費引当金繰入額 172

 35 流域下水道維持管理負担金 412,929

  1 給料 11,285 職員3名分

  2 手当 10,179 扶養手当 540

児童手当 260

地域手当 710

期末勤勉手当 4,820

時間外勤務手当 570

住居手当 582

退職手当組合負担金 2,032

通勤手当 332

パートタイム会計年度任用職員期末手当 333

  4 報酬 1,739 パートタイム会計年度任用職員報酬

説明



支  出

本年度 前年度

予算額 予算額

 4 減価償却費 447,678 444,900 2,778

 5 資産減耗費 931 12 919

款・項 目 比較



(単位：千円)

節

区分 金額

  5 法定福利費 4,256 職員共済組合負担金 3,911

公務災害補償基金負担金 27

パートタイム会計年度任用職員分 318

  6 旅費 167 旅費 123

パートタイム会計年度任用職員費用弁償 44

  8 報償費 2,066 低地排水設備助成金 1,200

生活保護水洗化助成金 450

受益者負担金前納報奨金 316

水洗便所等改造奨励金 100

  9 被服費 49

 10 備消品費 82

 11 燃料費 46

 13 印刷製本費 465 予算書・決算書印刷代　等

 14 通信運搬費 6 郵便料金

 15 広告料 245 啓発用配布品

 16 委託料 24,915 検針収納事務委託料 20,282

経営戦略財政ｼｭﾐﾚｰｼｮﾝ作成支援業務委託料 4,622

井戸量水器取替委託料 11

 17 手数料 17 口座振替手数料・給与照会手数料

 18 賃借料 350 公用車リース料 330

車借上料 20

 19 修繕費 11

 25 負担金 2,338 福岡市下水道使用料負担金 1,654

多々良川流域下水道展負担金 289

多々良川流域下水道促進協議会会費 173

日本下水道協会負担金 112

日本下水道協会福岡県支部会費 51

全国町村下水道推進大会参加負担金 20

全国町村下水道推進協議会福岡県支部会費 20

日本下水道協会九州地方支部会費 19

 28 研修費 110 講習会、研修負担金

 30 保険料 22 公用車任意保険料　等

 32 賞与引当金繰入額 1,689

 33 法定福利費引当金繰入額 332

 34 貸倒引当金繰入額 1,287

 33 有形固定資産減価償却費 367,105

 34 無形固定資産減価償却費 80,573 施設利用権

 36 固定資産除却費 931

説明



支  出

本年度 前年度

予算額 予算額

 2 営業外費用 137,760 148,493 △ 10,733

 1 支払利息及び企業債 104,417 117,552 △ 13,135

　 取扱諸費

  

 2 雑支出 1,949 2,077 △ 128

 3 消費税及び地方消費税 31,394 28,864 2,530

 4 予備費 4,000 4,000 0

 1 予備費 4,000 4,000 0

款・項 目 比較



(単位：千円)

節

区分 金額

 40 企業債利息 104,417 下水道事業債 92,272

資本費平準化債 10,417

特別措置分 1,728

 50 その他雑支出 1,949 下水道使用料不納欠損 1,431

過年度分減免による還付金 500

受益者負担金不納欠損 18

 45 消費税及び地方消費税 31,394

 99 予備費 4,000

説明



収  入

本年度 前年度

予算額 予算額

1 資本的収入 534,882 537,269 △ 2,387

 1 企業債 339,600 340,400 △ 800

 1 企業債 339,600 340,400 △ 800

 2 他会計負担金 193,744 193,027 717

 1 他会計負担金 193,744 193,027 717

 3 補助金 0 2,600 △ 2,600

 1 国庫補助金 0 2,600 △ 2,600

 4 負担金 1,538 1,242 296

 1 都市計画費負担金 1,538 1,242 296

支  出

本年度 前年度

予算額 予算額

1 資本的支出 767,542 797,381 △ 29,839

 1 建設改良費 77,644 103,481 △ 25,837

 1 下水道事業費 29,621 41,816 △ 12,195

 2 流域下水道建設負担金 48,023 61,665 △ 13,642

 2 企業債償還金 689,898 693,900 △ 4,002

 1 企業債償還金 689,898 693,900 △ 4,002

2.資本的収入及び支出

款・項 目 比較

款・項 目 比較



(単位：千円)

節

区分 金額

  1 公共下水道事業債 9,400

  2 流域下水道事業債 45,200

  3 資本費平準化債 217,000

  4 特別措置分 68,000

  1 他会計負担金 193,744 一般会計繰入金

  1 受益者負担金 1,538

(単位：千円)

節

区分 金額

 16 委託料 14,913 下水道事業認可変更設計業務委託 13,913

調査設計業務委託 1,000

 27 工事請負費 12,500 公共桝設置及び取付管工事 8,000

マンホールポンプ更新工事 4,500

 38 有形固定資産購入費 2,208 マンホール鉄蓋取替材料費(都市整備課発注工事） 2,198

井戸量水器購入費 10

 32 流域下水道建設負担金 48,023

 35 企業債償還金 689,898 下水道事業債 516,188

    資本費平準化債 87,640

特別措置分 86,070

2.資本的収入及び支出

説明

説明


